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内閣01 国家戦略特区における国家戦略民間都市再生事業に対する課税の特例措置の延長

内閣02
沖縄の経済金融活性化特別地区における課税の特例の延長
（特別償却又は法人税額の特別控除、認定法人の課税の特例）

内閣03 沖縄の離島における旅館業用建物等の課税の特例の延長

内閣04 沖縄の観光地形成促進地域における課税の特例の延長

内閣05
沖縄の情報通信産業特別地区・地域における課税の特例の延長
（法人税額の特別控除、認定法人の課税の特例）

内閣06 沖縄の産業高度化・事業革新促進地域における課税の特例の延長

内閣07
沖縄の国際物流拠点産業集積地域における課税の特例の延長
（特別償却又は法人税額の特別控除、認定法人の課税の特例）

番号 制度名

 内閣府
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【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H26 区分 延長

　措置の適用期限を令和5年3月31日まで2年間延長する。

 　H26内閣08、H28内閣05、H30内閣
02

努力義務対象

　割増償却割合を25％（改正前：30％）に引下げ

　租税特別措置法第47条、第68条の35

過去の政策評価の実績

 　大胆な規制・制度改革を通して経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産業の国際競争力の強化と
ともに、国際的な経済活動の拠点の形成を図り、もって国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与することを図るこ
と。

（評価実施府省：内閣府）
【基本情報】

 制度名
（措置名）

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣01）

　国家戦略特区における国家戦略民間都市再生事業に対する課税の特例措置の延長
　（特定都市再生建築物の割増償却（国家戦略民間都市再生事業））

措置内容

平成30年度時点
 　特定都市再生緊急整備地域及び都市再生緊急整備地域（特定都市再生緊急整備地域を除く。）において、
国家戦略特別区域法による認定を受けた区域計画に基づく特定都市再生建築物等の取得等をした場合には、5年
間、普通償却限度額に100分の50又は100分の30を乗じた金額の割増償却ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　従前どおり

評価対象税目
義務対象

H23

H24

H25

H26 8 2,911,681 － 446,200

H27 9 3,192,638 － 372,929

H28 19 3,303,085 － 394,316

H29 14 3,358,714 － 263,418

H30 14 2,804,374 － 212,026

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地
方法人特別税・千

円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、「租税特別措置の適
用実態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関す
る報告書」（総務省）に基づき記載

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」については、特定都市再
生緊急整備地域内又はその他の都市再生緊急整備地域内において、都市再生事
業により整備される建築物に係る分全体の数値を記載。「地方税への影響額」について
は、「特定都市再生建築物の割増償却」の措置全体の数値を記載

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）
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（評価実施府省：内閣府）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H14 区分 延長

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣02-1）

　沖縄の経済金融活性化特別地区における課税の特例の延長
 　（沖縄の経済金融活性化特別地区において工業用機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控
除）

措置内容

平成30年度時点
 　沖縄の経済金融活性化特別地区において、工業用機械等の取得等をした場合には、取得価額の①50％（建物
等は25％）の特別償却又は②15％（建物等は8％）の税額控除（当期の法人税額の20％を限度とし、控除限
度超過額は4年間の繰越し）ができる。

令和元年度
税制改正以後

令和2年度
税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

　租税特別措置法第42条の9、第45条、第68条の13、第68条の27

過去の政策評価の実績  　H23内閣01、H25内閣21、H28内閣
03、H30内閣03ｰ1、H30内閣03ｰ2

 　金融業や情報通信関連産業をはじめ、沖縄の地理的特殊性・優位性や亜熱帯気候である自然的特性を生かし
た多様な産業の集積を行うことで、「実体経済の基盤となる産業」と「金融産業」を両輪とした沖縄の経済金融の活性
化を図り、もって沖縄における自立型経済の構築を目指すこと。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社

割合（法人
税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社

割合（法人
税・％）

地方税への影響額
（法人住民税・千円）

H23 1 451 － 78

H24 0 － － －

H25 0 － － －

H26 0 － － － 0 － － －

H27 0 － － － 3 91,729 　－ 12,566

H28 1 10,528 － 1,254 2 67,828 － 8,749

H29 1 586 － 69 4 34,217 － 4,414

H30 1 246,907 － 29,309 4 62,998 － 8,127

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載
※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（総務省）に基づき記載

特別償却 特別控除

【R2 内閣02】-26-
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（評価実施府省：内閣府）
【適用状況】

 

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H14 区分 延長

 　租税特別措置法第60条、第68条の63

過去の政策評価の実績

 　金融業や情報通信関連産業をはじめ、沖縄の地理的特殊性・優位性や亜熱帯気候である自然的特性を生かし
た多様な産業の集積を行うことで、「実体経済の基盤となる産業」と「金融産業」を両輪とした沖縄の経済金融の活性
化を図り、もって沖縄における自立型経済の構築を目指すこと。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 　措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

 　H23内閣01、H25内閣21、H28内閣
03、H30内閣03ｰ3

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣02-2）

 　沖縄の経済金融活性化特別地区における課税の特例の延長
 　（沖縄の経済金融活性化特別地区における認定法人の課税の特例）

措置内容

平成30年度時点
 　沖縄の経済金融活性化特別地区において、主として特定経済金融活性化産業に属する事業を営むこと等の要件
を満たすものとして認定を受けた法人は、設立後10年間、所得金額の40％相当額に特区内従業員数割合を乗じて
計算した金額の特別控除ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後  　従前どおり

 　従前どおり

【基本情報】

   制度名
（措置名）

H23 0 － － －

H24 0 － － －

H25 0 － － －

H26 0 － － －

H27 1 7,090 － 888

H28 3 65,016 － 7,744

H29 2 20,395 － 2,420

H30 3 43,849 － 5,206

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
　　態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載
※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
　　書」（総務省）に基づき記載
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（評価実施府省：内閣府）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H9 区分 延長

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣03）

　沖縄の離島における旅館業用建物等の課税の特例の延長
　（沖縄の離島地域における旅館業用建物等の特別償却）

措置内容

平成30年度時点 　沖縄の離島地域において、旅館業用建物等の取得等をした場合には、取得価額の8％の特別償却ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

　租税特別措置法第45条、第68条の27

過去の政策評価の実績

   離島における若者等の定住を促進し、地域の活性化を図るためには、産業を振興し、就業機会の確保と所得の向
上を図る必要がある。離島地域は観光資源が豊富という利点を持ち合わせており、観光・リゾート産業は離島地域の
自立的発展の先導的役割を担う産業として重要であることから、当該特例措置を講じることで離島地域における旅館
業等の立地を促進すること。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

 　H23内閣03、H28内閣04、H30内閣
04

H23 0 － － －

H24 1 7,632 － 878

H25 1 71,112 － 8,132

H26 0 － － －

H27 0 － － －

H28 1 79,999 － 9,528

H29 2 185,520 － 17,019

H30 1 4,360 － 519

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載

【R2 内閣03】-40-
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（評価実施府省：内閣府）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項

要望内容

創設年度 H10 区分 延長

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣04）

　沖縄の観光地形成促進地域における課税の特例の延長
　（沖縄の観光地形成促進地域において工業用機械等を取得した場合の法人税額の特別控除）

措置内容

平成30年度時点  　沖縄の観光地形成促進地域において、工業用機械等の取得等をした場合には、取得価額の15％（建物等は
8％）の税額控除（当期の法人税額の20％を限度とし、控除限度超過額は4年間の繰越し）ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

　租税特別措置法第42条の9、第68条の13

過去の政策評価の実績

　 国内外からの観光客の誘客、観光の高付加価値化、観光資源の持続的利用を通じた観光産業の一層の振興に
より、沖縄の自立型経済の発展を目指すこと。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

 　H23内閣07、H25内閣23、H28内閣
06、H30内閣06

H23 2 3,364 － 582

H24 0 － － －

H25 0 － － －

H26 0 － － －

H27 0 － － －

H28 0 － － －

H29 1 2,218 － 286

H30 2 14,557 － 1,878

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（法人住民税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載

【R2 内閣04】-48-
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（評価実施府省：内閣府）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税

関係条項

要望内容

創設年度 H10 区分 延長

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣05-1）

　沖縄の情報通信産業特別地区・地域における課税の特例の延長
　（沖縄の情報通信産業振興地域において工業用機械等を取得した場合の法人税額の特別控除）

措置内容

平成30年度時点  　沖縄の情報通信産業振興地域において、工業用機械等の取得等をした場合には、取得価額の15％（建物等は
8％）の税額控除（当期の法人税額の20％を限度とし、控除限度超過額は4年間の繰越し）ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　従前どおり

 従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

　租税特別措置法第42条の9、第68条の13

過去の政策評価の実績

　 成長著しい事業を営む企業の集積を進めることで、沖縄における情報通信関連産業の高付加価値化を促進し、
もって沖縄の自立型経済の発展を目指すこと。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

 措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

 　H23内閣09、H25内閣20、H28内閣
09、H30内閣07ｰ1

H23 8 591,952 － 102,208

H24 11 852,633 99.9% 147,505

H25 11 680,149 99.9% 117,665

H26 13 693,254 99.6% 119,932

H27 15 859,714 99.2% 117,781

H28 21 709,077 97.9% 91,470

H29 17 537,593 99.0% 69,350

H30 16 543,612 99.3% 70,126

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（法人住民税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載
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（評価実施府省：内閣府）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H10 区分 延長

　租税特別措置法第第60条、第68条の63

過去の政策評価の実績

　 成長著しい事業を営む企業の集積を進めることで、沖縄における情報通信関連産業の高付加価値化を促進し、
もって沖縄の自立型経済の発展を目指すこと。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

 　H23内閣09、H25内閣20、H28内閣
09、H30内閣07ｰ2

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣05-2）

　沖縄の情報通信産業特別地区・地域における課税の特例の延長
　（沖縄の情報通信産業特別地区における認定法人の課税の特例）

措置内容

平成30年度時点  　沖縄の情報通信産業特別地区において、専ら特定情報通信事業を営むこと等の要件を満たすものとして認定を受
けた法人は、設立後10年間、特定情報通信事業に係る所得金額の40％の特別控除ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後  従前どおり

 従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

H23 1 2,303 － 321

H24 1 672 － 90

H25 0 － － －

H26 0 － － －

H27 0 － － －

H28 0 － － －

H29 1 918 － 110

H30 1 9,271 － 1,101

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載
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（評価実施府省：内閣府）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H14 区分 延長

　租税特別措置法第42条の9、第45条、第68条の13、第68条の27

過去の政策評価の実績  　H23内閣02、H25内閣22、H28内閣
07、H30内閣08ｰ1、H30内閣08ｰ2

 　産業高度化・事業革新に資する企業や製造業等の集積、当該企業等による設備投資や研究開発等を促進する
ことで、沖縄の優位性・潜在性を活かした産業イノベーションを促進し、沖縄の幅広いものづくり産業の基盤となる製造
業等の振興を図り、もって沖縄における自立型経済の発展を目指すこと。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣06）

 沖縄の産業高度化・事業革新促進地域における課税の特例の延長
　 （沖縄の産業高度化・事業革新促進地域において工業用機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特
別控除）

措置内容

平成30年度時点
　 沖縄の産業高度化・事業革新促進地域において、工業用機械等の取得等をした場合には、取得価額の①34％
（建物等は20％）の特別償却又は②15％（建物等は8％）の税額控除（当期の法人税額の20％を限度とし、
控除限度超過額は4年間の繰越し）ができる。

令和元年度
税制改正以後

令和2年度
税制改正以後  従前どおり

 従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名） 適用件数

（法人税・件）
適用総額

（法人税・千円）

適用額の
上位10社

割合（法人
税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社

割合（法人
税・％）

地方税への影響額
（法人住民税・千円）

H23 3 50,877 － 7,082 16 341,057 98.8% 59,003

H24 4 43,661 ー 5,602 13 220,490 － 38,144

H25 5 145,616 ー 18,717 25 561,083 95.9% 97,067

H26 4 85,912 ー 11,345 31 353,897 89.3% 61,224

H27 4 45,698 ー 5,570 27 391,853 92.4% 53,684

H28 3 18,159 ー 2,163 20 298,944 98.5% 38,564

H29 7 189,477 － 22,489 23 439,624 97.7% 56,712

H30 2 83,844 － 7,062 26 290,315 95.3% 37,450

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載
※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（総務省）に基づき記載

特別償却 特別控除
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（評価実施府省：内閣府）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H10 区分 延長

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣07-1）

　沖縄の国際物流拠点産業集積地域における課税の特例の延長
 　（沖縄の国際物流拠点産業集積地域において工業用機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別
控除）

措置内容

平成30年度時点
 　沖縄の国際物流拠点産業集積地域において、工業用機械等の取得等をした場合には、取得価額の①50％（建
物等は25％）の特別償却又は②15％（建物等は8％）の税額控除（当期の法人税額の20％を限度とし、控除
限度超過額は4年間の繰越し）ができる。

令和元年度
税制改正以後

令和2年度
税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

　租税特別措置法第42条の9、第45条、第68条の13、第68条の27

過去の政策評価の実績  　H23内閣08、H25内閣19、H28内閣
08、H30内閣09ｰ1、H30内閣09ｰ2

 　高付加価値型のものづくり企業やリペアセンター等の高機能型物流企業、航空機整備業（MRO）等の国際物流
拠点産業の集積を図ることで、沖縄における産業及び貿易を振興し、もって沖縄における民間主導の自立型経済の構
築を目指すこと。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社

割合（法人
税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社

割合（法人
税・％）

地方税への影響額
（法人住民税・千円）

H23 1 6,893 － 958 2 6,230 － 1,078

H24 0 － － － 1 11,505 － 1,990

H25 0 － － － 2 12,740 － 2,204

H26 0 － － － 3 4,779 － 827

H27 2 41,379 － 5,178 3 22,592 － 3,095

H28 2 13,685 － 1,630 11 63,619 99.9% 8,207

H29 6 186,884 － 20,556 28 100,415 80.6% 12,953

H30 7 621,238 － 48,557 42 120,542 75.7% 15,550

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載
※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告書」（総務省）に基づき記載

特別償却 特別控除
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（評価実施府省：内閣府）
【適用状況】

政策目的

法人税 法人住民税 法人事業税

関係条項

要望内容

創設年度 H10 区分 延長

　租税特別措置法第60条、第68条の63

過去の政策評価の実績

 　高付加価値型のものづくり企業やリペアセンター等の高機能型物流企業、航空機整備業（MRO）等の国際物流
拠点産業の集積を図ることで、沖縄における産業及び貿易を振興し、もって沖縄における民間主導の自立型経済の
構築を目指すこと。

評価対象税目
義務対象 努力義務対象

　措置の適用期限を令和4年3月31日まで1年間延長する。

 　H23内閣08、H25内閣19、H28内閣
08、H30内閣09ｰ3

＜令和3年度税制改正要望関係＞租税特別措置等に係る政策評価の点検シート（R2内閣07-2）

　沖縄の国際物流拠点産業集積地域における課税の特例の延長
　（沖縄の国際物流拠点産業集積地域における認定法人の課税の特例）

措置内容

平成30年度時点  　沖縄の国際物流拠点産業集積地域において、専ら特定国際物流拠点事業を営むこと等の要件を満たすものとし
て認定を受けた法人は、設立後10年間、特定国際物流拠点事業に係る所得金額の40％の特別控除ができる。

令和元年度税制改正以後

令和2年度税制改正以後 　従前どおり

　従前どおり

【基本情報】

 制度名
（措置名）

H23 0 － － －

H24 1 16,111 － 2,144

H25 0 － － －

H26 2 18,405 － 2,430

H27 3 71,926 － 9,001

H28 3 98,029 － 11,675

H29 4 215,827 － 25,615

H30 3 65,809 － 7,812

適用件数
（法人税・件）

適用総額
（法人税・千円）

適用額の
上位10社割合
（法人税・％）

地方税への影響額
（地方法人二税・地方
法人特別税・千円）

※「適用件数」、「適用総額」及び「適用額の上位10社割合」は、　「租税特別措置の適用実
態調査の結果に関する報告書」（財務省）に基づき記載

※「地方税への影響額」は、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況等に関する報告
書」（総務省）に基づき記載
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